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証券コード　3437

平成29年６月12日

株 主 各 位

兵庫県尼崎市昭和通２丁目２番27号

特 殊 電 極 株 式 会 社
代表取締役社長 髙 田 芳 治

第70回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第70回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くだ
さいますようご通知申しあげます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権

行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成29年６月26日（月曜日）

午後５時までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具

記

１．日 時 平成29年６月27日（火曜日）午前10時

２．場 所 兵庫県尼崎市昭和通２丁目６番68号
尼崎市中小企業センター　１階　ホール
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第70期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）事

業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連
結計算書類監査結果報告の件

２．第70期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）計
算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 監査役２名選任の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くだ
さいますようお願い申しあげます。

なお、株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じ
た場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.tokuden.co.jp）に掲
載させていただきます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

(平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで)

１．企業集団の現況に関する事項

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益や雇用・所得環境が改

善傾向にあり、全体としては緩やかな景気回復基調で推移しました。しか

しながら、個人消費は依然として停滞しており、また、米国新政権の政策

動向や英国のEU離脱問題などによる海外経済の不確実性の高まりもあり、

景気の先行きは依然として不透明な状況にあります。

　このような状況の中にあって当社グループは、営業部門におきましては、

営業活動の効率化と高度化を推進し、売上拡大に鋭意努力してまいりまし

た。

　生産工場及び工事工場におきましては、安全第一のもと、技術の伝承を

進めると共に品質の向上やコスト削減を強力に推し進めてまいりました。

　研究開発などの技術部門におきましては、新技術、新製品・新商品の開

発ならびに既存技術の向上に取り組んでまいりました。

　また、海外子会社におきましては、販売体制の構築及び強化を進めてま

いりました。

　その結果、当連結会計年度の売上高は8,939百万円（前連結会計年度比

6.9％増）となりました。損益面におきましては、営業利益は585百万円（同

19.2％増）、経常利益は599百万円（同17.6％増）、親会社株主に帰属する

当期純利益は477百万円（同9.1％増）となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

＜工事施工＞

積極的な提案型営業と高度技術の提供、徹底したコスト削減の実行によ

り、受注拡大に努めました結果、鉄鋼関連の保全工事、現地機械加工工事、

アルミダイカスト関連工事、刃物関連工事、トッププレート工事の受注が

－ 2 －

当事業年度の事業の状況



2017/06/02 16:28:35 / 16269009_特殊電極株式会社_招集通知

増加したことにより、売上高は6,332百万円（前連結会計年度比8.4％増）、

セグメント利益828百万円（同14.0％増）となりました。

＜溶接材料＞

直販体制の優位性を活かし、新規顧客の開拓と既存顧客の更なる深耕に

よる販売力強化に努めましたが、当社の主力でありますフラックス入りワ

イヤなどの製品の売上高は513百万円（前連結会計年度比10.4％減）、ま

た、商品のアーク溶接棒、ＴＩＧ・ＭＩＧなどの溶接材料の売上高は815百

万円（同7.3％減）となり、溶接材料の合計売上高は1,328百万円（同8.5％

減）、セグメント利益230百万円（同7.8％減）となりました。

＜その他＞

自動車関連のダイカストマシーン用部品の受注は減少しましたが、環境

関連装置等の受注が増加したことにより、売上高は1,278百万円（前連結会

計年度比19.7％増）、セグメント利益130百万円（同43.8％増）となりまし

た。

　セグメント別の売上高は、次のとおりであります。

セ グ メ ン ト 売 上 高 構 成 比 前連結会計年度比

工 事 施 工 6,332百万円 70.8　％ 108.4　％

溶 接 材 料 1,328 14.9 91.5

そ の 他 1,278 14.3 119.7

合 計 8,939 100.0 106.9

②　設備投資の状況

当連結会計年度に実施しました、有形固定資産の設備投資額は、87百万

円であります。その主なものは、サブマージアーク溶接機６百万円、オー

トメルト制御盤３百万円、バンドメルト制御盤３百万円であります。

なお、その資金はすべて自己資金を充当いたしました。

③　資金調達の状況

　該当事項はありません。

－ 3 －
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

①　企業集団の財産及び損益の状況

区 分
第67期

（平成26年３月期）
第68期

（平成27年３月期）
第69期

(平成28年３月期)

第70期
(当連結会計年度)
(平成29年３月期)

売 上 高(千円) 7,830,829 8,272,309 8,362,697 8,939,006

経 常 利 益(千円) 224,248 302,365 509,792 599,286

親会社株主に帰属す

る当期純利益又は親

会社株主に帰属する

当期純損失（△）

(千円) △210,904 272,070 437,854 477,865

１株当たり当期純利益又は

1株当たり当期純損失（△）
△263円37銭 339円75銭 546円83銭 596円89銭

総 資 産(千円) 6,769,580 6,947,419 7,000,114 7,678,204

純 資 産(千円) 3,171,249 3,402,169 3,587,488 4,005,255

１株当たり純資産額 3,917円34銭 4,215円41銭 4,459円34銭 4,993円61銭

②　当社の財産及び損益の状況

区 分
第67期

(平成26年３月期)
第68期

(平成27年３月期)
第69期

(平成28年３月期)

第70期
（当事業年度）
(平成29年３月期)

売 上 高(千円) 7,774,945 8,218,498 8,213,498 8,842,430

経 常 利 益(千円) 330,244 399,353 517,470 602,170

当期純利益又は当期

純 損 失 （ △ ）
(千円) △230,454 289,886 331,873 455,271

１株当たり当期純利益又は

1株当たり当期純損失（△）
△287円78銭 362円00銭 414円47銭 568円66銭

総 資 産(千円) 6,695,889 6,870,667 6,955,844 7,612,586

純 資 産(千円) 3,180,578 3,433,305 3,679,499 4,094,259

１株当たり純資産額 3,971円79銭 4,287円44銭 4,595円65銭 5,114円32銭

 (注) １．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失は、自己株式を控除した期中平均発

行済株式総数により、１株当たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総

数により算定しております。

　　　２．平成27年10月１日を効力発生日として、10株を１株とする株式併合を実施いたしまし

た。１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失及び１株当たり純資産額は、第

67期の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、算定しております。
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

該当事項はありません。

(4) 対処すべき課題

今後において、企業価値の向上、顧客の拡大を実現していくため、以下の

重点実施項目を掲げ、経営基盤の強化充実を図ってまいります。

　①　安全第一

　安全衛生管理方針のもと、安全衛生活動を最優先して、従業員の

安全と健康を確保してまいります。

　②　溶接材料の拡販

　溶接材料においては、営業・技術・研究部門が一体となって販売

強化に努め、主力である既存の製品とその他の商品群のレベルアッ

プに取り組んでまいります。

　③　新技術、新製品・新商品開発と売上拡大

　新技術、新製品・新商品の開発は、当社の重要な戦略であり、開

発部門（尼崎研究所・白山研究所・環境技術室）が創出した技術商

品の売上拡大に全力で取り組んでまいります。

　④　部会活動の推進

　新商品の売上推進、海外展開等、営業部門においては更なる高度

な知識、手段が必要となるため、それに応えるべく自動車部会・溶

接材料販売促進部会・鉄鋼部会の各部会活動を推進し、営業活動の

高度化を進めてまいります。

－ 5 －
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　⑤　業務のスピードアップとコスト削減

　各部門は、日常の業務においてスピード感を持って業務を推進

し、更なる効率化を図るとともに、全部署において原価・経費等の

具体的な削減への取り組み事項を策定し、全社的なコスト削減を図

ってまいります。

　⑥　海外市場獲得へのチャレンジ

　海外事業を支援し、売上拡大を図るとともに、新たな海外市場の

獲得に取り組んでまいります。

　⑦　内部統制の充実

　内部統制システムの確実な実践と有効な内部監査のレベルアッ

プを図ってまいります。

　以上の課題に全力で取り組み、企業価値の更なる向上に努めてまいる所

存でございますので、株主の皆様におかれましては、なお一層のご指導、

ご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。

－ 6 －
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(5) 主要な事業内容（平成29年３月31日現在）

セグメント 事 業 内 容

工 事 施 工
プラズマ粉体肉盛溶接工事、現地機械加工工事、各種溶接工事、
トッププレート工事、各種オーバーホール等の施工

溶 接 材 料
特殊溶接棒、プラズマ粉体肉盛溶接用材料、自動・半自動ワイヤ、
フラックス入りワイヤ、ＴＩＧ・ＭＩＧ溶接用材料等の製造販売

そ の 他
各種産業用機械装置・環境関連装置等の製造販売、アルミダイカ
ストマシーン用部品の販売

(6) 主要な営業所及び工場（平成29年３月31日現在）

　①　当社

本 社 兵庫県尼崎市

営 業 所

北海道　　（北海道室蘭市）
鹿　島　　（茨城県鹿嶋市）
宇都宮　　（栃木県宇都宮市）
君　津　　（千葉県君津市）
千　葉　　（千葉県千葉市）
東　京　　（東京都大田区）
京　浜　　（神奈川県川崎市）
静　岡　　（静岡県沼津市）
名古屋　　（愛知県名古屋市）

東　海　（愛知県東海市）
大　阪　（兵庫県尼崎市）
姫　路　（兵庫県姫路市）
岡　山　（岡山県倉敷市）
福　山　（広島県福山市）
広　島　（広島県広島市）
九　州　（福岡県飯塚市）
西九州　（長崎県長崎市）

工 場

室　蘭　　（北海道室蘭市）
イタンキ　（北海道室蘭市）
君　津　　（千葉県君津市）
尼　崎　　（兵庫県尼崎市）

姫　路　（兵庫県姫路市）
引　野　（広島県福山市）
九　州　（福岡県飯塚市）

技術・研究
部　　　門

尼　崎　　（兵庫県尼崎市）
環境技術室（愛知県名古屋市）

白　山　（石川県白山市）

　②　子会社

T O K U D E N  T O P A L  C O . ,  L T D . タイ国バンコク市

－ 7 －
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(7) 使用人の状況（平成29年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

国 内 233（42）名 　　　 2名減（4名増）

海 外 5（ 0）名 　　　 　　0（0）

合 計 238（42）名 　　　 2名減（4名増）

(注）使用人数は、就業員数（当社グループからグループ外への出向者１名を除く。）であ

り、契約従業員及び嘱託従業員は、年間の平均人員を（　）内に外数で記載しておりま

す。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

233（42) 名 2名減（4名増) 40.5 歳 14.5 年

(注）使用人数は、就業員数（当社から他社への出向者２名を除く。）であり、契約従業員及

び嘱託従業員は、年間の平均人員を（　）内に外数で記載しております。

(8) 主要な借入先の状況（平成29年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 30,000 千円

株 式 会 社 近 畿 大 阪 銀 行 30,000 千円

株 式 会 社 み な と 銀 行 30,000 千円

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

  該当事項はありません。
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成29年３月31日現在）

① 発行可能株式総数

② 発行済株式の総数

③ 株　　 主 　　数

2,604,000 株

801,000 株

814 名

④ 大　　 株 　　主（上位11名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

特 殊 電 極 従 業 員 持 株 会 64,100 株 8.00 ％

宮 田 純 子 27,000 3.37

大 野 昌 克 19,000 2.37

坂 西 啓 至 17,000 2.12

福 田 　 博 16,800 2.09

坂 地 一 晃 15,000 1.87

坂 本 浩 司 15,000 1.87

樋 口 豪 也 15,000 1.87

株 式 会 社 近 畿 大 阪 銀 行 15,000 1.87

株 式 会 社 み な と 銀 行 15,000 1.87

株 式 会 社 コ ム シ ス 15,000 1.87

（注）持株比率は、自己株式（452株）を控除して計算しております。

(2) 新株予約権等の状況

該当事項はありません。

－ 9 －
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(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成29年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 髙 田 芳 治

常 務 取 締 役 上 林 克 彦
営業本部長
TOKUDEN TOPAL CO.,LTD. PRESIDENT

常 務 取 締 役 高 島 良 成 最高財務責任者・管理本部担当

取 締 役 榎 本 美 喜 工事本部長

取 締 役 太 田 浩 二 尼崎工場長

常 勤 監 査 役 北 　 正 己

監 査 役 藤 田 　 寛

監 査 役 濵 田 雄 久 弁護士法人なにわ共同法律事務所

（注）１．監査役北　正己氏及び濵田雄久氏は、社外監査役であります。

２．常勤監査役北　正己氏は、公認会計士として幅広い専門知識と経験があり、財務及び

会計に関する相当程度の知見を有しております。

３．監査役濵田雄久氏は、弁護士として幅広い専門知識と経験があり、法務に関する相当

程度の知見を有しております。

４．当社は、監査役北　正己氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、

同取引所に届け出ております。

②　事業年度中に退任した取締役

氏　　名 退 任 日 退任事由
退 任 時 の 地 位 ・ 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

江 本 幸 朗 平成28年６月28日 任期満了  常務取締役 工事本部・技術担当

－ 10 －
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③　取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取　　　　　　締　　　　　　役  6 名  61,754 千円

監　　　　　　査　　　　　　役
（うち社外監査役）

 3 名
（2 名）

19,920 千円
（14,790 千円）

合　　　　　　　　　　　　　計
（うち社外役員）

9 名
（2 名）

81,674 千円
（14,790 千円）

（注）１．上記には、平成28年６月28日開催の第69回定時株主総会終結の時をもって退任した取

締役１名を含んでおります。

２．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

３．取締役の報酬限度額は、平成４年６月15日開催の第45回定時株主総会において年額

120,000千円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

４．監査役の報酬限度額は、平成20年６月26日開催の第61回定時株主総会において年額

30,000千円以内と決議いただいております。

④　社外役員に関する事項

イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

　監査役濵田雄久氏は、弁護士法人なにわ共同法律事務所に勤務し

ており、同事務所は当社と法律顧問契約をしております。

ロ．当事業年度における主な活動状況

活　動　状　況

監査役 北 　 正 己

当事業年度に開催された取締役会14回のうち14回出席

し、監査役会13回のうち13回出席いたしました。

公認会計士の経験から、取締役会において、取締役会の意

思決定、内部統制や内部監査の妥当性について必要な発言

を行っております。また、監査役会においては、常勤監査

役として、業務監査の結果と日常業務上の重要事項の報告

及び会計面を中心に問題の提起を行っております。

－ 11 －
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活　動　状　況

監査役 濵 田 雄 久

当事業年度に開催された取締役会14回のうち13回出席

し、監査役会13回のうち13回出席いたしました。

弁護士の経験から、取締役会において、取締役会の判断の

妥当性について必要な発言を行っております。また、監査

役会においては、企業の継続性を重視し、慎重な経営判断

が行われるべく発言を行っております。

ハ．責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。

(4) 会計監査人の状況

①　名称　　有限責任監査法人トーマツ

②　報酬等の額

報酬等の額

 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 29,000千円

 当社及び子会社が会計監査人に支払うべき

 金銭その他財産上の利益の合計額
39,500千円

（注）１．当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できま

せんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載

しております。

２．当社は、会計監査人に対して、海外子会社に関するアドバイザリー業務等につい

ての対価を支払っております。

３．監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」

を踏まえ、会計監査人の監査計画の内容、報酬見積の算出根拠、会計監査の職務

遂行状況を検討した結果、会計監査人の報酬等の金額について適切であると判断

し、会社法第399条第1項の同意をしております。

③　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　当社の会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当し、適正

な監査の遂行が困難であると監査役全員が認めた場合、監査役全員の同意
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により当該会計監査人を解任するものとします。

　また、当社の会計監査人について、法定解任事由に該当する事実がある

場合のほか、会計監査人としての独立性、信頼性、効率性等を評価し、よ

り適切な監査を期待できる会計監査人が必要と判断した場合は、その解任

または不再任を株主総会の目的とするよう、監査役会は必要な決定を行う

ものとします。

(5) 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は、

以下のとおりであります。

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制

①　経営理念を基礎として、取締役及び使用人が規範として遵守すべき企

業倫理・コンプライアンス確保の基準を定め、浸透を図る。

②　財務報告に係る内部統制の整備を行い、その運用状況を定期的に評価

し、財務報告の信頼性の確保を図る。

③　使用人の職務の執行が、法令、定款、社内規程及び社会規範から逸脱

することなく適正かつ誠実に実行される状況について内部監査を実施し、

業務の適正確保を図る。

④　内部通報規程の運用により、コンプライアンス経営の強化を図る。

（運用状況）

ⅰ　当社は、「トクデン行動基準」を定め、これを全事業所へ掲示すると

ともに取締役及び使用人の全員に対し、行動基準カードを作成・配付し

て取締役及び使用人が規範として遵守すべき企業倫理・コンプライアン

ス確保の浸透に努めております。

ⅱ　当社は、内部監査部門を中心に、コンプライアンスや財務報告に係る

内部統制が機能していることの監査・確認を行うことで全社的な内部統

制の状況及び業務プロセスの適正化をモニタリングしております。

ⅲ　当社は、内部監査において行動基準に定める各方針の実施状況につい

て監査を実施しております。

ⅳ　当社は、社内の内部通報窓口に加え外部の弁護士事務所を窓口とする

内部通報制度を制定しております。
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２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

①　取締役会規則、稟議規程、文書管理規程、個人情報保護規程、インサ

イダー取引管理規程等の諸規程を中心に情報の保存及び管理を徹底する。

②　リスクの詳細な項目を特定する活動の結果を受けて、これらの規程の

再検討を行い、適切にその改正、追加を行う。

（運用状況）

ⅰ　当社は、取締役の職務の執行に係る諸規程を中心に取締役会、幹部会

等の議事録・会議資料、個人情報及び機密情報等の適切な保存及び管理

を行っております。

ⅱ　当社は、リスクの詳細な項目を特定する活動の結果を受けて、当事業

年度において、必要な社内規程の改正及び新設を行っております。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　経営危機管理規程、事業継続計画（ＢＣＰ）によりリスクの再評価、

リスクの詳細な項目を特定する活動を行い、その対応策を定め、危機管

理体制の強化を行う。

（運用状況）

　当社は、経営危機管理規程、事業継続計画（ＢＣＰ）等の運用により、

事業を取り巻くリスクについて適確に分析・評価し、取締役会及び幹部

会において継続的に対応策について検討し、実施しております。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①　取締役会において、年度の目標・経営計画及び経営に関する重要事項

を協議決定する。

②　取締役会規則、幹部会規程、組織規程、業務分掌規程等の整備を中心

に、取締役の職務の執行が効率的かつ適正に執行される体制の整備を行

う。

③　取締役は、取締役会において決定された方針及び計画に基づき、具体

策等の立案・実行を行い、その結果を幹部会において定期的に報告する

とともに、計画と実績の対比により進捗管理を行う。

（運用状況）

ⅰ　当社は、取締役会において、年度の目標・経営計画及び経営に関する

重要事項を協議・決定し、幹部会においては、取締役会で決定された方

針及び計画に基づいた具体策等の立案・実行の結果を定期的に報告する

とともに、進捗管理を行っております。

ⅱ　当社は、取締役会及び幹部会などの重要な会議体については、年間開

催スケジュールを策定するとともに、情報の事前提供を実施し、職務の

執行の適正性及び効率性の向上に努めております。

－ 14 －
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５．次に掲げる体制その他の当社及び子会社から成る企業集団における業務

の適正を確保するための体制

イ．子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体

制

　年度計画に基づく業務進捗状況の報告と重要事項の報告を当社の取締

役会もしくは幹部会に対して定期的に行う。

ロ．子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　経営危機管理規程に定める経営危機の範囲について子会社を含めたリ

スクの再評価、リスクの詳細な項目を特定する活動を適時行い、その対

応策を定め、危機管理体制の強化を行う。

ハ．子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するた

めの体制

①　子会社における適正な職務権限、業務分掌及び責任を明確化し、職務

執行の効率化を図る。

②　子会社との相互連携の強化と情報の共有化を図り、子会社の指導、支

援を行う。

ニ．子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合する

ことを確保するための体制

　子会社の役員及び財務に関する事項ならびに子会社の業務に関する重

要事項については、関係会社管理規程に基づき、当社の取締役会が承認

する。

（運用状況）

ⅰ　当社は、子会社から業務進捗状況及び重要事項の報告を取締役会もし

くは幹部会が受けることで、業務執行状況をモニタリングしております。

ⅱ　当社グループは、社内諸規程に基づき、適正な職務権限、業務分掌及

び責任を明確化し、取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確

保するとともに、相互連携の強化と情報の共有化を図っております。

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項ならびに当該使用人の取締役からの独立性及び

当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

①　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、当社

は、その求めに応じ監査役に直属する補助の使用人を置く。

②　当該使用人の取締役からの独立性及び職務の実効性を確保するために、

当該使用人の採用・人事評価・異動・給与及び懲戒については、監査役

会（監査役会が特定の監査役を指名した場合には、当該監査役）の同意

を必要とする。
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（運用状況）

当社の監査役に係る諸規程において、以上の事項を定めております。

７．取締役及び使用人ならびに当社子会社の取締役、監査役及び使用人また

はこれらの者から報告を受けた者が監査役に報告をするための体制

　取締役及び使用人ならびに当社子会社の取締役、監査役及び使用人ま

たはこれらの者から報告を受けた者が、当社及び子会社に著しい損害を

与えるおそれのある事実を発見した場合、または不正の行為、法令、定

款に違反する重大な事実を発見した場合は、当該事実に関する事項を当

社の監査役に対して速やかに報告を行う。

（運用状況）

　当社の監査役は取締役会・幹部会等において、取締役及び使用人から

担当業務の執行状況の報告を受けております。また、法令違反行為等、

当社グループに著しい損害を与えるおそれのある事実が発見された場合

には、直ちに当社の監査役または監査役会が報告を受けることとしてお

ります。

８．監査役へ上記７．の報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けな

いことを確保するための体制

　内部通報規程により、監査役へ報告を行った者に対し、当該報告をし

たことを理由とする不利な取扱いの禁止及び報告者の保護を定める。

（運用状況）

　当社の内部通報規程ならびに監査役に係る諸規程に基づき、不利な取

扱いを行わない体制としております。

９．監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続きそ

の他の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針

に関する事項

　監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第388条に基づ

く費用の前払い等の請求をしたときは、当該請求に係る費用または債務

が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、当社

は速やかに当該費用または債務を処理する。

（運用状況）

　当社の監査役に係る諸規程に基づき、適切な処理を実施しております。

10．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①　代表取締役は、監査役との間に定期的に会合をもち、経営方針、当社

が対処すべき課題、当社を取り巻く重大なリスク、当社グループにおけ

る内部統制の整備・運用の状況、監査役監査の環境整備、監査上の重要

課題等について意見交換を行う。
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②　内部監査部門は監査役と緊密な連携を保ち、監査役が自らの監査につ

いて協力を求めるときには、監査役が実効的な監査を行うことができる

よう努める。

（運用状況）

　代表取締役と監査役会は原則として年間２回の会合を持ち、当社が対

処すべき課題、監査役監査の環境整備の状況、監査上の重要課題等につ

いて意見交換を行っております。さらに、監査役は内部監査への同行等

を通じ内部監査部門と緊密な連携を保ち、監査役監査の実効性を確保し

ております。

(6) 会社の支配に関する基本方針

　当社は、財務及び事業の方針の決定を支配する者は、安定的な成長を目指

し、企業価値の向上・株主共同の利益の増強に経営資源の集中を図るべきと

考えております。

　現時点では、特別な防衛策は導入いたしておりませんが、今後も引き続き

社会情勢等の変化を注視しつつ弾力的な検討を行ってまいります。

（注）この事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成29年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

(資　産　の　部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

半 成 工 事

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

6,359,739

1,928,310

3,327,535

532,497

11,675

334,566

77,529

120,872

27,726

△976

1,318,465

985,093

266,539

224,023

450,249

11,665

32,615

32,698

300,672

87,498

155,466

57,707

(負　債　の　部)

流 動 負 債 2,909,850

支払手形及び買掛金 2,035,372

短 期 借 入 金 90,000

未 払 法 人 税 等 235,320

賞 与 引 当 金 244,518

工 事 損 失 引 当 金 5,453

そ の 他 299,185

固 定 負 債 763,099

退職給付に係る負債 557,635

長 期 預 り 金 161,541

そ の 他 43,921

負 債 合 計 3,672,949

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 4,083,641

資 本 金 484,812

資 本 剰 余 金 394,812

利 益 剰 余 金 3,204,985

自 己 株 式 △968

その他の包括利益累計額 △86,014

その他有価証券評価差額金 8,700

為 替 換 算 調 整 勘 定 620

退職給付に係る調整累計額 △95,336

非 支 配 株 主 持 分 7,628

純 資 産 合 計 4,005,255

資 産 合 計 7,678,204 負 債 ・ 純 資 産 合 計 7,678,204

（注）　記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 8,939,006

売 上 原 価 6,599,256

売 上 総 利 益 2,339,749

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,754,157

営 業 利 益 585,592

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 2,146

そ の 他 13,687 15,834

営 業 外 費 用

支 払 利 息 1,182

そ の 他 957 2,140

経 常 利 益 599,286

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 49

長 期 預 り 金 取 崩 額 75,024 75,073

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 913

減 損 損 失 11,955 12,869

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 661,491

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 217,496

法 人 税 等 調 整 額 △24,544 192,951

当 期 純 利 益 468,539

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 9,325

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 477,865

（注）　記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成28年４月１日　残高 484,812 394,812 2,783,164 △728 3,662,060

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当  － － △56,044 － △56,044

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益  － － 477,865 － 477,865

自 己 株 式 の 取 得 － － － △239 △239

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

－ － － － －

連結会計年度中の変動額合計 － － 421,820 △239 421,580

平成29年３月31日　残高 484,812 394,812 3,204,985 △968 4,083,641

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非支配株主持分 純資産合計
その他有価証
券評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に係
る調整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

平成28年４月１日　残高 △7,071 783 △85,407 △91,695 17,123 3,587,488

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 － － － － － △56,044

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

－ － － － － 477,865

自 己 株 式 の 取 得 － － － － － △239

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

15,772 △162 △9,928 5,681 △9,494 △3,813

連結会計年度中の変動額合計 15,772 △162 △9,928 5,681 △9,494 417,767

平成29年３月31日　残高 8,700 620 △95,336 △86,014 7,628 4,005,255

（注）　記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連　結　注　記　表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

  連結子会社の状況

・連結子会社の数…………………………１社

・連結子会社の名称………………………TOKUDEN TOPAL CO., LTD.

(2) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社であるTOKUDEN TOPAL CO., LTD.の決算日は12月31日であります。連結計算

書類の作成にあたっては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用して

おります。

(3) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券の評価基準及び評価方法

・その他有価証券

時価のあるもの…………………………決算日の市場価格に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの…………………………移動平均法による原価法

ロ．たな卸資産の評価基準及び評価方法

・商品及び製品、原材料及び仕掛品……主として総平均法による原価法 (貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定)

・半成工事…………………………………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

・貯蔵品……………………………………主として最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
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②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）

　当社は定率法を、在外連結子会社は定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

・建物及び構築物………………………10年から47年

・機械装置及び運搬具…………………５年から10年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。

・自社利用のソフトウエア……………社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。

ハ．リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引）

　リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法によっております。

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。

ロ．賞与引当金

　従業員に対する賞与支払に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会計年度負担

額を計上しております。

ハ．工事損失引当金

　工事損失の発生に備えるため、損失見込額を計上しております。

④　その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

イ．完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事について

は工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については

工事完成基準を適用しております。

ロ．重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収

益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替

換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上しております。
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ハ．退職給付に係る会計処理の方法

　当社の従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の

見込額に基づき退職給付に係る負債を計上しております。当該算定にあたり、退職給

付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、期間定額基準

によっております。過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（16年）による定額法により費用処理しております。数理計算上の差異は、

各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（11

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理し

ております。未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を

調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額

に計上しております。

ニ．消費税等の会計処理

　　　税抜方式によっております。

２．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

建物及び構築物 77,295千円

土　　　　　地 252,827千円

計 330,123千円

上記の物件は、短期借入金60,000千円の担保に供しております。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 2,977,167千円

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　　　　　　　801,000株

(2) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

イ．平成28年６月28日開催の第69回定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 28,022千円

・１株当たり配当額 35円

・基準日 平成28年３月31日

・効力発生日 平成28年６月29日
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ロ．平成28年10月28日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 28,021千円

・１株当たり配当額 35円

・基準日 平成28年９月30日

・効力発生日 平成28年12月７日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

平成29年６月27日開催予定の第70回定時株主総会において次のとおり付議いたします。

・配当金の総額 28,019千円

・１株当たり配当額 35円

・基準日 平成29年３月31日

・効力発生日 平成29年６月28日

４．金融商品に関する注記

　(1) 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用等方針に従い、一時的な余資については安全性・流動性の高

い金融資産で運用し、資金調達については短期的運転資金を銀行借入により調達しており

ます。デリバティブは、現在利用しておりません。

　(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次

表には含まれておりません（(注2)参照）。

（単位：千円）

連結貸借対照表

計上額
時価 差額

　(１)　現金及び預金 1,928,310 1,928,310  －

　(２)　受取手形及び売掛金 3,327,535 3,327,535  －

　(３)　投資有価証券

　　　　 その他有価証券 86,498 86,498  －

資産計 5,342,344 5,342,344  －

　(４)　支払手形及び買掛金 2,035,372 2,035,372  －

　(５)　短期借入金 90,000 90,000  －

　(６)　未払法人税等 235,320 235,320  －

　(７)　長期預り金 161,541 161,598 56

負債計 2,522,235 2,522,291 56
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(注1) 金融商品の時価の算定方法

(１)　現金及び預金、並びに(２)　受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。

(３)　投資有価証券

　投資有価証券の時価は、取引所の価格によっております。

(４)　支払手形及び買掛金、並びに(６)　未払法人税等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。

(５)　短期借入金

　短期借入金は１年以内に決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。

(７)　長期預り金

　長期預り金の時価は、合理的に見積りした支払予定時期に基づき、国債の利率で割

り引いた現在価値によっております。

(注2) 非上場株式（連結貸借対照表計上額1,000千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシ

ュ・フローを見積ることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、

「(３)　投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。

５．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 4,993円61銭

(2) １株当たり当期純利益 596円89銭

６．その他の注記

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28

年３月28日）を当連結会計年度から適用しております。
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貸　借　対　照　表
（平成29年３月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産  の  部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

半 成 工 事

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

リ ー ス 資 産

電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

6,328,961

1,913,719

482,127

454,056

2,381,987

532,435

11,675

334,454

77,529

120,797

21,152

△976

1,283,624

985,093

262,455

4,084

216,977

7,045

30,183

450,249

2,432

11,665

32,698

7,550

17,367

7,780

265,832

87,498

7,329

3,250

113,825

53,928

（負 債  の  部）

流 動 負 債 2,892,465

支 払 手 形 1,565,910

買 掛 金 453,118

短 期 借 入 金 90,000

リ ー ス 債 務 11,880

未 払 金 174,979

未 払 費 用 73,748

未 払 法 人 税 等 235,320

預 り 金 35,170

賞 与 引 当 金 244,352

工 事 損 失 引 当 金 5,453

そ の 他 2,531

固 定 負 債 625,861

リ ー ス 債 務 7,919

退 職 給 付 引 当 金 420,658

長 期 預 り 金 161,541

そ の 他 35,741

負 債 合 計 3,518,327

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 4,085,558

資 本 金 484,812

資 本 剰 余 金 394,812

資 本 準 備 金 394,812

利 益 剰 余 金 3,206,901

利 益 準 備 金 12,260

そ の 他 利 益 剰 余 金 3,194,641

土 地 圧 縮 積 立 金 49,802

建 物 圧 縮 積 立 金 28,833

別 途 積 立 金 2,460,000

繰 越 利 益 剰 余 金 656,005

自 己 株 式 △968

評価・換算差額等 8,700

その他有価証券評価差額金 8,700

純 資 産 合 計 4,094,259

資 産 合 計 7,612,586 負 債 ・ 純 資 産 合 計 7,612,586

（注）　記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

－ 26 －
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損　益　計　算　書

(平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金　　　　　　額

売 上 高 8,842,430

売 上 原 価 6,519,498

売 上 総 利 益 2,322,932

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,734,503

営 業 利 益 588,428

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 2,134

受 取 保 険 金 5,855

ス ク ラ ッ プ 売 却 益 2,326

駐 車 場 収 入 2,907

そ の 他 2,598 15,822

営 業 外 費 用

支 払 利 息 1,182

駐 車 場 収 入 原 価 898

そ の 他 0 2,080

経 常 利 益 602,170

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 49

長 期 預 り 金 取 崩 額 75,024 75,073

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 913

関 係 会 社 株 式 評 価 損 28,171 29,085

税 引 前 当 期 純 利 益 648,159

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 217,496

法 人 税 等 調 整 額 △24,607 192,888

当 期 純 利 益 455,271

（注）　記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

－ 27 －
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株主資本等変動計算書

(平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本
評価・換算
差 額 等

純資産
合 計

資本金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

そ の 他
有価証券
評 価
差 額 金

資本準備金 利益準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利 益
剰余金
合 計

土地圧縮
積 立 金

建物圧縮
積 立 金

別途積立金
繰越利益
剰 余 金

平成28年４月１日　残高 484,812 394,812 12,260 49,588 31,081 2,160,000 554,745 2,807,675 △728 3,686,571 △7,071 3,679,499

事業年度中の変動額

圧 縮 積 立 金
の 増 加

－ － － 214 124 － △338 － － － － －

建物圧縮積立金
の 取 崩

－ － － － △2,373 － 2,373 － － － － －

別 途 積 立 金
の 積 立

－ － － － － 300,000 △300,000 － － － － －

剰余金の配当 － － － － － － △56,044 △56,044 － △56,044 － △56,044

当 期 純 利 益 － － － － － － 455,271 455,271 － 455,271 － 455,271

自己株式の取得 － － － － － － － － △239 △239 － △239

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

－ － － － － － － － － － 15,772 15,772

事業年度中の変動額合計 － － － 214 △2,248 300,000 101,260 399,226 △239 398,986 15,772 414,759

平成29年３月31日　残高 484,812 394,812 12,260 49,802 28,833 2,460,000 656,005 3,206,901 △968 4,085,558 8,700 4,094,259

（注）　記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

－ 28 －
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個　別　注　記　表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

・その他有価証券

時価のあるもの………………………決算日の市場価格に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの………………………移動平均法による原価法

②　たな卸資産の評価基準及び評価方法

・商品及び製品、原材料及び仕掛品……総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

・半成工事…………………………………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

・貯蔵品……………………………………最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産(リース資産を除く)

定率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

・建物……………………………………22年から47年

・機械及び装置…………………………10年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

・自社利用のソフトウエア……………社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。

③　リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引）

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法によっております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。

－ 29 －
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②　賞与引当金

　従業員に対する賞与の支払に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度負担額を

計上しております。

③　工事損失引当金

　工事損失の発生に備えるため、損失見込額を計上しております。

④　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づ

き計上しております。なお、過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（16年）による定額法により按分した額を、費用処理しております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（11年）

による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理することと

しております。

(4) 収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行

基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適

用しております。

(5) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

２．表示方法の変更に関する注記

（貸借対照表）

　前事業年度において、「流動資産」の「受取手形」に含めておりました「電子記録債権」

（前事業年度314,071千円）は、金額的重要性が増したため、当事業年度より独立掲記するこ

とといたしました。

（損益計算書）

　前事業年度において、「営業外収益」の「その他」に含めておりました「スクラップ売却

益」（前事業年度1,617千円）は、金額的重要性が増したため、当事業年度より独立掲記する

ことといたしました。

－ 30 －
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３．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

建 物 77,295千円

土 地 252,827千円

計 330,123千円

上記の物件は、短期借入金60,000千円の担保に供しております。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 2,963,910千円

４．損益計算書に関する注記

　　関係会社との取引高

営業取引による取引高

　売上高 4,416千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

　当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　452株

６．税効果会計に関する注記

　　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳は次のとおりであります。

流動の部

繰延税金資産

未払事業税 15,958千円

賞与引当金 75,016千円

工事損失引当金 1,674千円

たな卸資産 15,018千円

未払費用 11,973千円

その他 1,155千円

繰延税金資産合計 120,797千円

－ 31 －
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固定の部

繰延税金資産

建物 17,113千円

退職給付引当金 127,880千円

資産除去債務 10,000千円

減損損失 5,521千円

関係会社株式 8,564千円

その他 8,343千円

小計 177,422千円

評価性引当額 △27,779千円

繰延税金資産合計 149,643千円

繰延税金負債

土地建物圧縮積立金 △34,346千円

その他有価証券評価差額金 △1,470千円

繰延税金負債合計 △35,817千円

繰延税金資産の純額 113,825千円

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 5,114円32銭

(2) １株当たり当期純利益 568円66銭

８．その他の注記

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28

年３月28日）を当事業年度から適用しております。

－ 32 －
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書（謄本）

独立監査人の監査報告書

平成29年5月10日
特 殊 電 極 株 式 会 社

取  締  役  会　 御中

有限責任監査法人トーマツ

指 定 有 限 責 任 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士　木　村　文　彦　㊞

指 定 有 限 責 任 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士　千　﨑　育　利　㊞

　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、特殊電極株式会社の平成28年4月1日から平成29年3月31日

までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及

び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明

することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るため

に、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続

は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択

及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、

リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に

関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、特殊電極株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をす

べての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 33 －
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会計監査人の監査報告書（謄本）

独立監査人の監査報告書

平成29年5月10日
特 殊 電 極 株 式 会 社

取  締  役  会　 御中

有限責任監査法人トーマツ

指 定 有 限 責 任 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士　木　村　文　彦　㊞

指 定 有 限 責 任 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士　千　﨑　育　利　㊞

　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、特殊電極株式会社の平成28年4月1日から平成29年3月

31日までの第70期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記

表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属

明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びそ

の附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかにつ

いて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ

れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示

のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのも

のではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算

書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した

会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附

属明細書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 34 －

会計監査人の監査報告



2017/06/02 16:28:35 / 16269009_特殊電極株式会社_招集通知

監査役会の監査報告書（謄本）

監　査　報　告　書
当監査役会は、平成28年4月1日から平成29年3月31日までの第70期事業年度の取締役の職務

の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成
し、以下のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結
果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担
等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び
監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主
要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社について
は、子会社の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業
の報告を受けました。
② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保す
るために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備
に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シス
テム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報
告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。
③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保
するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理
基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、
必要に応じて説明を求めました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並び
に連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結
注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい
るものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実
は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該
内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指
摘すべき事項は認められませんが、今後とも継続的な見直しと改善が重要であると考え
ております。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。
(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。
平成29年5月17日

特殊電極株式会社　監査役会

常 勤 監 査 役 （ 社 外 監 査 役 ） 北 　 正 己 
監 査 役 藤 田 　 寛 
監 査 役 （ 社 外 監 査 役 ） 濵 田 雄 久 

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件

当社は、株主の皆様への利益還元を経営上の最重要課題の一つと考え、

業績の状況、今後の事業展開等を勘案して、安定した配当を継続して実施

していくことを基本方針としております。

　つきましては、当期の期末配当を以下のとおりといたしたいと存じます。

(1) 配当財産の種類

金銭といたします。

(2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金35円といたしたいと存じます。

また、この場合の配当総額は28,019,180円となります。

なお、中間配当金（１株につき35円）を含めました当期の年間配

当金は、普通株式１株につき70円となります。

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

平成29年６月28日といたしたいと存じます。

－ 36 －

剰余金処分議案
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第２号議案　監査役２名選任の件

監査役藤田　寛及び北　正己の両氏は、本総会終結の時をもって任期満

了となります。つきましては、監査役２名の選任をお願いするものであり

ます。

なお、本議案に関しましては監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位
（重要な兼職の状況）

所有する当
社の株式数

１

ふじた ひろし

藤 田 寛

（昭和22年10月14日生）

昭和45年４月　当社入社

平成７年４月　当社商品企画部長補佐

平成10年４月　当社工事技術グループ部長

補佐

平成11年４月　当社姫路工場長

平成12年４月　当社工事部長兼姫路工場長

平成12年７月　当社工事部長

平成20年４月　当社第二営業本部長付

平成21年６月　当社監査役（現任）

5,300株

２

きた まさみ

北 正 己

（昭和38年９月20日生）

昭和62年４月　株式会社幸福相互銀行入社

平成元年１月　同行退社

平成元年１月　サンワ・等松青木監査法人

（現有限責任監査法人トー

マツ）入所

平成９年４月　公認会計士登録

平成14年７月　同法人シニアマネジャー

平成23年９月　同法人退所

平成24年２月　アークレイ株式会社入社

平成25年２月　同社退社

平成25年６月　当社常勤監査役（現任）

900株

（注） １．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

　　　 ２．北　正己氏は、社外監査役候補者であります。

　　　 ３．北　正己氏を社外監査役候補者とした理由は、同氏は公認会計士としての専門的な知

識と幅広い経験を有し、外部の視点を持って監査役としての役割を果たしていただき

たいためです。なお、同氏は社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与した

ことはありませんが、上記の理由により、当社の社外監査役としてその職務を適切に

遂行できるものと判断し選任をお願いするものであります。

－ 37 －
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４．北　正己氏は、現在、当社の監査役でありますが、監査役としての在任期間は、本総

会終結の時をもって４年となります。

　　　 ５．当社は、北　正己氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引

所に届け出ております。なお、同氏の再任が承認された場合には、引き続き独立役員と

して指定する予定であります。

以　上

－ 38 －
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

尼崎

商工会議所

Ｎ

至神戸 国道２号線 玉江橋 至大阪

至神戸 国道４３号線 至大阪

至梅田

五
合
橋
線

玉
江
橋
線

至神戸三宮

尼崎市総合

文化センター

尼崎商工会議所

都ホテル

ニュー

アルカイック

阪神電鉄本線

庄
下
川

阪　神

尼崎駅

尼崎市

中消防署

尼崎南

警察署

尼
崎
市

 

中
小
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業

 
 

セ
ン
タ
ー

ロ
ー
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ン

（会場）　兵庫県尼崎市昭和通２丁目６番68号

尼崎市中小企業センター　１階　ホール

TEL（０６）６４８８－９５０１

（交通）　阪神電車　尼崎駅より徒歩約５分

駐車場の用意はいたしておりませんので、お車でのご来場は

ご遠慮くださいますようお願い申しあげます。

地図




